
予防計画策定の趣旨
＜計画策定の背景＞

　○平成17年4月1日に結核予防法の一部改正により、厚生労働大臣は「結核の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」を策定し、都道府県はこの指針に即して、「結核予防計画」を策定することとされた。

○本県では平成17年8月に「愛知県結核予防計画」を策定し、公表した。
＜計画の目的、性格及び計画の変更等＞

○法に基づく都道府県の結核予防計画として、国の基本指針と整合性を保ち、本県の実情に即して定める。
医療法に基づく地域保健医療計画との整合性を図る。
○少なくとも5年ごとに、あるいは基本指針が変更された場合には再検討。

○平成22年（2010年）を目標年として、具体的な目標を掲げる。

第１章　結核の予防の推進の基本的な方向
１　現在の結核を取り巻く状況への対応

○り患の中心は高齢者で、基礎疾患を有する結核患者が増加。

求められる治療形態が多様化、複雑化。
○大都市等の特定地域の社会的リスクを同時に有する結核発症率の高い住民層に対する有効な施策。
○従来の一律かつ集団的対応からきめ細かな個別的対応へと対策を転換。
・発症のリスク等に応じた効率的な健康診断

・初発患者の周辺の接触者健診

・有症状時の早期受療の勧奨

・結核患者に対する適正な医療の提供

・治療完遂に向けた患者支援等
２　県及び市町村の果たすべき役割

○相互に連携し、地域の実情に即した結核予防施策を実施。
○正しい知識の普及、情報収集及び分析並びに公表、研究推進、人材の養成・資質向上・確保等の結核対策。
○保健所は、結核対策の技術的拠点として地域における対策を推進。

・市町村への技術支援

・定期外の健康診断の実施

・結核診査協議会の運営等による適正な医療の普及

・訪問等による患者の治療支援

・地域への情報の発信及び技術支援・指導

・届出に基づく発生動向の把握及び分析など

３　県民の果たすべき役割

○結核に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を払う。
○有症状時には、早期に医療機関を受診に努める。
結核と診断された場合は治療を完遂するように努める。
○偏見や差別をもって結核の患者の人権を損なわないようにする。

４　医師等の果たすべき役割

○県等の施策に協力し、良質かつ適正な医療の提供に努める。
○結核の合併率が高い疾患を有する患者等について、必要に応じて結核発症の有無を調べ、積極的な発病予防治療の実施に努める。
○入院患者等に対し、結核に関する院内感染防止対策を講ずるよう努める。

５　人権への配慮

○県民は、患者の個人の意思や人権に配慮し、一人一人が安心して社会生活を続けながら良質かつ適正な医療を受けられる環境の整備に努める。

○県及び市町村は、結核に関する個人情報の保護には十分留意する。

結核患者への差別や偏見の解消のため、正しい知識の普及啓発に努める。

６　具体的な目標

○結核のまん延状況の示す全結核のり患率及び感染の危険性が高い喀痰塗抹陽性り患率の低減を目標とする。

平成２２年までに　り患率１９．０以下

喀痰塗抹陽性り患率　８．０以下
　　　　　　　　　　
第２章　結核の予防のための施策に関する事項
１　結核の予防のための施策に関する考え方

○結核発生動向調査結果等の活用により、県及び市町村が具体的な結核対策を企画、立案、実施及び評価していくことが重要である。

２　定期の健康診断

○発病の危険が高い住民層、二次感染を起こしやすい職業の者、学校、施設の入所者等について、重点的に健康診断を実施する。

○り患率の高い市町村は、高齢者のみでなく、結核発症率の高い住民層への定期の健康診断その他の結核対策を総合的に講じる。

３　定期外の健康診断

○保健所は、結核患者の発生に際し、定期外の健康診断の対象者を適切に選定、必要かつ合理的な範囲について実施する。

○集団感染の可能性のある患者発生に際しては、積極的な対応をする。

４　ＢＣＧ接種

○市町村では、地域の医師会や近隣の市町村等と十分な連携の下、地域の実情に即して対象者が接種を円滑に受けられるような環境を確保する。

５　結核に関する情報収集

○県等は、関係機関との連携の下、情報の収集及び分析並びに公表を進める。

	第３章　結核患者に対する適正な医療の提供のための施策に関する事項


１　結核に係る医療提供の考え方

○早期に適正な医療を提供し、疾患を治癒させること及び周囲への結核のまん延を防止することを医療提供に関する施策の基本とする。

２　その他結核に係る医療の提供のための体制

○一般の医療機関においても、結核に関する情報を積極的に把握し、同時に医療機関内においてまん延の防止のために必要な措置を講ずる。

○施設基準・診療機能の基準等に基づき、適切な医療提供体制を維持及び構築する。

結核患者収容モデル病床の設置推進を図る。

○県等においては、医療関係団体と緊密な連携を図る。

３　結核の治療を行う上での服薬確認の位置付け

○医師・保健所は、患者に対し服薬確認についての説明を行い、患者の十分な同意を得た上で、入院中はもとより、退院後も治療が確実に継続されるようにする。

○医療機関・保健所においては、地域の福祉関係機関、薬局等との連携の下に服薬確認を軸とした患者支援を実施する。

	第４章　結核に関する研究の推進、人材養成、知識の普及その他地域の実情に即した結核の予防のための施策


１　結核発生動向調査の体制の充実強化及び研究の推進

○結核の発生動向情報は、結核対策評価に関する重要な情報を含むものであり、県等は従事する職員の研修等を通じて、その精度の向上に努める。

２　人材の養成

○県等は、早期の確実な診断のために、結核に関する幅広い知識や研究成果の医療現場への普及等の役割を担うことができる人材の養成を行う。
３　知識の普及

○県等において、結核に関する適切な情報の公表、正しい知識の普及等を行うことが重要である。また、結核のまん延の防止のための措置を講ずるに当たっては、人権への配慮に留意する。

４　施設内（院内）感染の防止

　○医療機関においては、院内感染対策委員会等を中心に院内感染の防止並びに発生時の感染源及び感染経路調査等に取り組むことが重要である。

○県等は、施設内(院内)感染に関する情報や研究の成果を、医師会等の関係団体等の協力を得て、病院等、学校、社会福祉施設、学習塾等の関係者に普及していく。

５　小児結核対策

○県等は、接触者健診の迅速な実施、化学予防の徹底、結核診断能力の向上、小児結核発生動向調査等の充実を図る。


＜主な計画指標＞

	区　　分
	国の基本指針
	県計画（案）
	　　備　　考

	り患率
	平成15年24.8

⇒１８以下
	平成15年27.1

⇒１９以下
	15年に全国平均より2.3ポイント高い現状を踏まえ、達成可能な数とする。

	ＢＣＧ接種率
	６か月まで９０%

１歳まで95％
	６か月まで９５％
	今回「４歳まで」⇒「６か月まで（例外１歳まで）」と改正され、比較データなし。国目標を前倒しする数値とする。

	治療失敗、脱落率
	平成15年7.25％

⇒５％以下
	平成15年6.51％

⇒５％以下
	15年には全国平均より良好な値となっているが、副作用・合併症を考慮し、国目標と同様とする。

	喀痰塗抹陽性り患率
	平成15年9.3


	平成15年10.7

⇒８以下
	感染の危険性の高い喀痰塗抹陽性の目標を掲げる。全国状況からり患率20以下ならば８以下となる。

	定期外健康診断受診率
	
	平成15年％

⇒１００％
	接触者健診の実施は対象者全ての実施を目標にする。

	初診から登録まで１月以上
	平成15年26.0％


	平成15年32.6％

⇒２０％以下
	早期診断と診断後登録までを迅速に行うことを目標にする。

	初回治療４剤処方80歳未満
	平成15年71.2％


	平成15年79.9％

⇒８５％以上
	副作用・合併症を考慮し８５％を目標にする。

	初回治療服薬確認治療率
	平成15年79.9％
⇒95%以上

	平成15年100％

⇒１００％
	15年も100%であるので、服薬確認は対象者全ての実施を目標にする。

	初回治療服薬確認治療成功率
	平成15年78.7２％


	平成15年74.85％

⇒８５％

	副作用・合併症・死亡を考慮し８５％を目標にする。

	年末総登録中病状不明
	平成15年16.76%
	平成15年9.68%

　　　　⇒5%以下


	治療終了患者の病状は、治療を評価する要素となるので不明率5%以下を目標にする。

	菌情報把握
	平成15年51.01%
	平成15年77.25%

　　　　⇒100%
	15年は、77.25%であるが、治療評価の指標として菌結果は確実に把握する必要があるので全てを把握することを目標とする。


現行の愛知県結核予防計画の概要
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健康対策課
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